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防災訓練の結果の概要 

 

本訓練は，「柏崎刈羽原子力発電所 原子力事業者防災業務計画 第２章 第７節」に基づき実

施したものである。 

 

１．訓練の目的 

本訓練は，大規模地震を起因に，外部電源喪失および非常用炉心冷却系の機能喪失が随伴し原

子力災害に至る場合を想定した。 

また，重大事故対処設備の故障，直流電源の一部機能喪失および火災など複数の事象について

も想定した。これらの事象が発生した場合の原子力防災要員の力量の把握と対応能力の向上を

図るものである。 

具体的に以下の検証項目を定めた。 

（１）緊急事態応急対策（事象発生時の通報，緊急時体制の確立，情報収集と伝達および応急措

置の実施等）が適切に行えるか。 

（２）昨年度，緊急時演習では緊急時対応センター（以下，「ＥＲＣ」という。）と十分に情報

共有が行えなかったことに鑑み，ＥＲＣとの情報共有が改善されているか。 

 

２．実施日時および対象施設 

（１）実施日時 

平成２８年２月１５日（月） １３：００～１６：３０ 

 

３．実施体制，評価体制および参加人数 

（１）実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柏崎刈羽 
原子力発電所 

対策本部 

社外関係機関 
（一部自治体） 

本社対策本部 

防災センター 

緊急時 
対応センター 
（ＥＲＣ） 

通報連絡＋説明要員派遣 

通報連絡＋説明要員派遣 

通報連絡 

原子力事業所災害対策支援拠点（エネルギーホール） 

要員派遣 

統合原子力防災ＮＷ接続＋通報連絡 

統合原子力防災ＮＷ接続＋リエゾン要員派遣 

新潟本社 
対策本部 

通報連絡 

役員＋要員派遣 

説明要員派遣 
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（２）情報の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）評価と体制 

本部要員および各機能班においては，訓練対象者以外の社員から評価者を選任し評価する

とともに，本部要員は緊急時対応の実効性等について自己評価を行い，改善点の抽出を行う。  

 また，防災訓練（緊急時演習）終了後には，訓練対象者間で反省会を実施し改善点の抽出を

行う。 

 

（４）参加人数 

柏崎刈羽原子力発電所：２１４名（社員のみ） 

本社        ：２３９名（社員のみ） 

新潟本社      ：４８名 （社員のみ） 

原子力事業所災害対策支援拠点    ：１４名（原子力緊急事態支援組織２名含む） 

 

４．原子力災害想定の概要 

＜訓練の前提条件＞ 

 シナリオは非提示 

 平日昼間に事象が発生 

 全号機訓練対象（ただし１号機および７号機は運転中，２～６号機は停止中） 

 送受話器および保安電話，一般回線は使用可能 

 

＜事故災害想定＞ 

大規模地震により全交流電源喪失および原子炉冷却機能を全て喪失し，原子力災害対策特

別措置法（以下，「原災法」という。）第１５条事象に至る原子力災害を想定した。 

また，重大事故対処設備の故障，直流電源の一部機能喪失，火災など複数の事象についても

柏崎刈羽 
原子力発電所 

対策本部 

社外関係機関 
（一部自治体） 

本社対策本部 

防災センター 

緊急時 
対応センター 
（ＥＲＣ） 

通報連絡＋資料送付＋回答 

情報提供 

情報共有 

原子力事業所災害対策支援拠点（エネルギーホール） 

情報提供，支援指示 

資料送付＋回答 

新潟本社 
対策本部 

情報共有 

問い合わせ・自治体状況報告 

支援 

防災センター状況報告 

避難情報等の共有 

防災センター状況報告 

通報連絡＋発電所情報 

問い合わせ 
支援拠点の状況報告 

情報共有 支援 
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想定した。 

詳細は以下の通り。 

 大規模地震（周辺市町村で震度６強）が発生し気象庁が大津波警報発表。発電所は地震の

影響により外部電源が喪失。 

 運転中の１，７号機は原子炉が自動停止し，外部電源喪失により非常用ディーゼル発電

機（以下，「Ｄ／Ｇ」という。）が自動起動するも，１号機，７号機共，Ｄ／Ｇが故障し

緊急自動停止。 

 このため，１号機，７号機は残る１系統のＤ／Ｇにより非常用高圧電源母線に電源供給

を行い非常用炉心冷却系で原子炉に注水。 

 重大事故対処設備であるガスタービン発電機車（以下，「ＧＴＧ」という。）は，燃料

供給配管フィルタの閉塞により緊急自動停止し，消防車も凍結により使用できない不具

合が発生。 

 １号機では原子炉へ注水していた原子炉隔離時冷却系（以下，「ＲＣＩＣ」という。）

が故障緊急自動停止し，原災法第１０条事象の「原子炉注水機能の喪失のおそれ」に至

る。 

 ７号機も直流電源系の分電盤の一部遮断器が緊急自動開放によりＲＣＩＣが緊急自動停

止し，主蒸気逃がし安全弁の開閉用制御電源も喪失。 

 大規模地震から約１時間半後に余震が発生し，１号機，７号機共残りのＤ／Ｇ１系列が

緊急自動停止。それに伴い非常用炉心冷却系が全て停止し，原災法第１５条事象の「原

子炉注水機能の喪失」に至る。 

 １号機，７号機は電源車による電源確保が完了し，復水補給水系からの注水により原子

炉水位が回復する。また，最終的な原子炉の除熱機能の確保として代替熱交換器車に加

え，ＧＴＧの燃料系フィルタを交換し非常系の電源を確保。 

 

５．防災訓練の項目 

防災訓練（緊急時演習） 

 

６．防災訓練の内容 

（１）通報訓練 

（２）緊急被ばく医療訓練 

（３）原子力防災要員の参集訓練 

（４）モニタリング訓練 

（５）避難誘導訓練 

（６）電源機能等喪失時訓練 

（７）その他の訓練 

ａ．防災センターへの実派遣・説明訓練 
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ｂ．自治体への実派遣・説明訓練 

ｃ．後方支援活動訓練 

ｄ．本社広報班による社外プレイヤー参加の模擬記者会見および原子力原子力規制庁広報

班との連携訓練 

 

７．訓練結果の概要 

 「６．防災訓練の内容」で設定した防災訓練の評価結果は以下の通り。 

（１）通報訓練 

警戒事象，原災法第１０条事象，第１５条事象および第２５条通報発生時の通報文の作

成および関係個所への通報，報告を実施。 

（２）緊急被ばく医療訓練 

管理区域での作業員負傷を想定。応急処置室にて応急処置並びに汚染検査，除染を実動

にて実施。 

また，原災法第１０条特定事象に至った段階で，安定ヨウ素剤を模擬した錠剤の配布を

行い，総務統括が服用を指示。 

（３）原子力防災要員の参集訓練 

緊急地震速報，気象庁地震情報震度６強および大津波警報発表の条件付与を受け，直ち

に免震重要棟の使用可否の確認を実施。免震重要棟の使用に当たって問題ないことの

確認結果後，所内一斉放送を行い原子力防災要員の参集を実施。 

（４）モニタリング訓練 

気象観測データ，モニタリングポストの値より環境影響評価システムによる公衆被ば

く評価を実施。 

（５）避難誘導訓練 

大規模地震の発生並びに大津波警報発表に伴い，発電所本館の所員および協力企業棟

の作業員に対し安否確認を実施。また，所員を対象とした避難誘導訓練を実施。 

（６）電源機能等喪失時訓練 

全交流電源喪失を踏まえた緊急安全対策について，以下の通り原子力防災要員による

実動訓練を実施。 

ａ．電源車による電源確保 

   緊急時対策所（以下，「ＴＳＣ」という。）への参集から，トランシーバー，全面マ

スク等，実際の携行品を装備し高台まで徒歩および車両による移動を実施。その後，

ＴＳＣの指示により電源車による給電準備のためアクセスルートにて現場へ移動展

開。 

ｂ．消防車による原子炉への注水 

   ＴＳＣへの参集から，トランシーバー，全面マスク等実際の携行品を装備し，高台ま

で徒歩および車両による移動を実施。その後，ＴＳＣの指示により消防車による注水
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準備のためアクセスルートにて現場へ移動展開。 

（７）その他の訓練 

ａ．防災センターへの実派遣・説明訓練 

防災センターに役員や要員を実派遣するとともに，合同対策協議会（国職員や自治

体職員は模擬）を開催し，プラント状況の説明を実施。 

ｂ．自治体への実派遣・説明訓練 

  当社の防災訓練（緊急時演習）にご協力いただいた自治体へ社員を実派遣し， 

ＴＳＣから送信した通報内容の説明訓練を実施。 

ｃ．後方支援活動訓練 

他事業者（支援幹事事業者）と原子力緊急事態支援組織に協力要請等の実連絡を実

施。また，原子力事業所災害対策支援拠点（柏崎エネルギーホール）に要員を派遣

し，支援拠点本部の立上げ訓練を実施。加えて，原子力緊急事態支援組織から除染

用資機材と要員を原子力事業所災害対策支援拠点に受け入れ，連携訓練（除染エリ

アの設置など）を実施。 

ｄ．本社広報班による社外プレイヤー参加の模擬記者会見および原子力規制庁広報班

との連携訓練 

柏崎刈羽原子力発電所にて災害が発生したことに伴い，本社において新潟本部と

ＴＶ会議システムで中継を結んだ模擬記者会見を実施。記者役には社外プレイヤ

ーの参加あり。また，原子力規制庁広報班との連携訓練も実施。 

 

８．訓練の評価 

「１．訓練の目的」で設定した主たる事項についての評価結果は以下の通り。 

（１）緊急事態対応対策（事象発生時の通報，緊急時体制の確立，情報の収集と伝達，応急

措置の実施）が適切に行えるか。 

・柏崎刈羽原子力発電所では，平成２５年よりＩＣＳ（Incident Command System）の考

えを取り入れた防災訓練を実施している。特に平成２６年度から今回の緊急時演習ま

では１回／月以上の頻度で訓練を行い，過去の訓練からの改善を踏まえた今回の緊急

時演習であり，緊急時対応にてその習熟の結果が確認された。 

具体的な確認事項を以下に示す。 

ａ．ＴＳＣ本部では，事故災害に対する各中央制御室（ＢＷＲ運転訓練センターおよび

サイトシミュレータ）からの情報を迅速・的確に入手し，緊急時活動における重要

な判断，優先順位付けが適宜行われ，その方向性がＴＳＣ本部から本社等に確実に

伝えられていた。 

ｂ．大津波警報発表を受けた現場への出向・作業開始の許可や放射線下での作業に備え

た安定ヨウ素剤の服用指示が，ＴＳＣで的確に判断され現場へ確実に伝達されて

いた。 
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（２）昨年度，緊急時演習ではＥＲＣと十分に情報共有が行えなかったことに鑑み，ＥＲＣ

との情報共有が改善されているか。 

   ・ＴＳＣおよび本社では,ＴＶ会議システム／統合原子力防災ネットワークをいち早く

立上げ，情報共有が可能な状態とした。また，本社とＥＲＣプラント班間の情報共

有については，プラントに精通した要員が対応にあたり，ＴＳＣから提供される記

録情報（チャット情報，ＣＯＰ（Common Operational Picture））や設計基準事故

を超えた事象に対する対処設備の整理表を活用し包括的な説明を実施した。さらに

ＥＲＣプラント班の対応窓口をする要員，ＥＲＣプラント班の対応窓口要員を補佐

する要員，および柏崎刈羽原子力発電所全体を包括して説明する要員を配置した。 

 ・ＥＲＣリエゾンと連携し，ＥＲＣプラント班にＣＯＰを見せながら説明するなど， 

即応センターのＥＲＣ対応を助勢することができた。 

これらのことから，ＥＲＣとの情報共有の改善が図られていると評価する。 

 

９．今後に向けた改善点 

（１）緊急時演習において抽出された今後の改善点は以下の通り。 

ＥＲＣへの通報連絡は目標の１５分以内に行われたが，ＦＡＸの送信機能を変更すること 

で更なる短縮を実施していく。 

 

当所では，緊急時演習に加え毎月総合防災訓練を実施している。総合防災訓練は， 

プール底抜け，航空機衝突等の希頻度事象についても取り入れ訓練を重ねてきた。これにより

原子力防災要員の対応能力は向上が図られてきており，様々な状況に対応できることが今回

の緊急時演習にて確認できたと考える。 

また，後方支援活動訓練としては，平成２６年１１月１５～１７日にかけて，他の複数の原

子力事業所災害対策支援拠点(信濃川電力所，ベルナティオ)に要員を派遣し，支援拠点本部の

立上げ，資機材運搬等の実動訓練を実施済である。  

平成２８年度は中長期計画に基づき発電所のリスクを想定した防災訓練等を行い原子力防

災要員の対応能力を高めて行く。 

 

以 上
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要素訓練の結果の概要 

 

１．訓練目的 

本訓練は，「柏崎刈羽原子力発電所 原子力事業者防災業務計画 第２章 第７節」に基づき

実施する要素訓練であり，手順書の適応性や人員・資機材確認等の検証を行い 

手順の習熟および改善をはかるものである。 

 

２．実施日および対象施設 

（１）実施日 

平成２７年４月１日（水）～平成２８年２月１５日（月） 

（２）対象施設 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

３．実施体制，評価体制および参加人数 

（１）実施体制 

訓練毎に訓練総括責任者を設け実施担当者が訓練を行う。 

詳細は，「添付資料１」の通り。 

（２）評価体制 

定められた手順通りに訓練が実施されたかを実施責任者が評価する。 

（３）参加人数 

「添付資料１」の通り。 

 

４．原子力災害想定の概要 

（１）モニタリング訓練 

放射性物質の放出により敷地内の放射線または空気中の放射能濃度が上昇した状態を 

想定した個別訓練 

（２）アクシデントマネジメント訓練 

全交流電源喪失により原子炉の冷却機能全てが喪失し，原子力災害対策特別措置法第 

１５条事象に至る事象を想定した総合訓練 

（３）電源機能等喪失時訓練 

全交流電源喪失，原子炉除熱機能喪失および使用済燃料プール除熱機能喪失の状態を 

想定した個別訓練 

 

５．防災訓練の項目 

要素訓練 
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６．防災訓練の内容 

（１）モニタリング訓練 

（２）アクシデントマネジメント訓練 

（３）電源機能等喪失時訓練 

 

７．訓練結果の概要（添付資料１参照） 

（１）モニタリング訓練 

 可搬型モニタリングポスト等を用いた空間放射線量率の測定，空気中放射線物質濃度測

定について実動訓練を実施。 

 代替気象観測機器による気象観測について実動訓練を実施。 

 モニタリングポスト電源喪失時の発動発電機での電源供給について実動訓練を実施。 

 緊急時影響評価システムを用いた最大空間放射線線量率出現予測地点，大気中放射性物

質濃度最大濃度出現地点における線量評価について実動訓練を実施。 

（２）アクシデントマネジメント訓練 

 地震による全交流電源，原子炉および使用済燃料プールへの注水ならびに冷却機能の喪

失を想定し，緊急時対策本部活動ならびに配備した緊急安全対策による代替電源・冷却

機能を確保するための実動訓練を実施。 

 被ばく医療訓練として，原子炉建屋内の汚染区域にて転倒した汚染傷病者を想定。応急

処置室での応急処置および汚染除去の実動訓練を実施。その後，緊急車両を利用し指定

医療機関への搬送を手順にて確認。 

（３）電源機能等喪失時訓練 

 全交流電源喪失，原子炉除熱機能喪失および使用済燃料プール除熱機能喪失を踏まえた

緊急安全対策の各対策について個別に原子力防災要員による実動訓練を実施。 

 訓練にあたり，本設機器へ直接影響が生じる手順は模擬とし，現場での作動確認または

机上での手順確認を実施。 

 

８．訓練の評価 

各要素訓練について定められた手順通りに訓練が実施されていることを確認できた。 

訓練毎の評価結果は，「添付資料１」の通り。 

 

９．今後に向けた改善点 

各要素訓練で抽出された改善点および今後に向けた改善点は，「添付資料１」の通り。 

 

10．添付資料 

（１）要素訓練の概要 

以 上



 

3 
 

要素訓練の概要 

 

１．モニタリング訓練（訓練実施日：平成２７年４月～平成２８年２月（当該期間内で計２５０回実施，参加人数：延べ７２４名）） 

概要 

実施体制 

① 訓練総括責任者 

② 実施担当者 

評価結果 当該期間中の改善点 今後に向けた改善点 

モニタリング訓練 

① 放射線安全部長 

② 放射線安全部各Ｇ員 

安全総括部改善推進Ｇ員 

良 

・被ばく線量影響評価について

環境影響評価システムを使用せ

ず，短時間で評価するための

「テンプレートによる線量の簡

易比例計算方法」を手順書へ反

映した。 

・悪条件化を想定した訓練（事

象，装備，安全措置）を訓練計

画書へ反映した。 

・土壌の採取，測定について手

順書化し，平成２８年度より訓

練を計画・実施する。 

・海洋モニタリングについて手

順書化し，平成２８年度より訓

練を計画・実施する。 

空間放射線量率の測定，予測線量

評価等の実動訓練を実施 

 

２．アクシデントマネジメント訓練（訓練実施日：平成２７年４月～平成２８年２月（当該期間内で計１１回実施，参加人数：延べ２５９４名）） 

概要 

実施体制 

① 訓練総括責任者 

② 実施担当者 

評価結果 当該期間中の改善点 今後に向けた改善点 

アクシデントマネジメント訓練 

① 原子力防災管理者 

② 原子力防災要員 
良 

・緊急時の指揮命令が確実に行

えるように監督限界を考慮した

緊急時組織体制へ変更 

・上記体制が有効に機能するた

めＴＳＣレイアウトの見直しお

よび本部室の設置による環境の

改善 

・３号機緊急時対策所での訓練

はもとより，発電所のリスクを

想定した防災訓練等の実施 

電源機能等喪失時における対策本

部活動ならびに各種緊急安全対策

の実動訓練を実施 

添付資料１ 
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３．電源機能等喪失時訓練（訓練実施日：平成２７年４月～平成２８年２月（当該期間内で計１９５４回実施，参加人数：延べ５１４２名）） 

概要 

実施体制 

① 訓練総括責任者 

② 実施担当者 

評価結果 当該期間中の改善点 今後に向けた改善点 

緊急時の電源確報に係る訓練 
① 放射線安全部長 

第一・第二保全部長 

② 放射線安全部各Ｇ員 

第一・第二保全部各Ｇ員 

良 

・電源車よりケーブルを引き

出す際にケーブルを損傷させ

ないようブルーシートを使用

する旨,訓練手順に追加した。 

・復旧班の要員確保のため,継続

的に車両免許の取得を行ってい

く。 

電源車およびガスタービン発電機

車等による電源確保の手順の実動

訓練や机上訓練等を実施 

緊急時の最終的な除熱機能確保に

係る訓練 ① 第一・第二運転管理部長 

第一・第二保全部長 

② 第一・第二運転管理部発電Ｇ員 

第一・第二保全部各Ｇ員 

自衛消防隊員 

良 

・淡水注水のホース圧損評価

を実施し，当該結果から手順

書の操作時間の見直しを実施

した。 

・各接続口の操作時間の短縮

を図るため現場実動により確

認を行う。 

消防車による原子炉・使用済燃料

プールへの代替注水等の実動訓練

やライン構成等の一連の動作確認

を現場にて実施 

シビアアクシデント対策に係る訓

練 
① 第一・第二運転管理部長 

第一・第二保全部長 

② 第一・第二運転管理部発電Ｇ員 

第一・第二保全部各Ｇ員 

良 

・瓦礫撤去メンバ－が構内道

路配置などに不慣れでも，構

内道路名称や災害場所が共有

できるマップを各重機車両お

よびＴＳＣに配備した。 

・コックピット内に鉛版を装

着し高線量下での作業を想定

した訓練を実施する。 

原子炉建屋のベント解放操作に係

る動作手順確認やホイールローダ

による模擬瓦礫等を用いた実動訓

練等を実施 

 


